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要 旨
本論文の目的は､有機ELディスプレイのイノベーション創生の事例を通じて､新技術がイノベー
ションの源泉であっても､競争優位の源泉にならない事象を探究することにある｡結果的には､複
数の類似技術が乱立する岨即こおける多元的競争の作用を検討し､新技術が競争優位を導くための
新しい分析フレームワークの構築を目指している｡ここでいう｢イノベーション創生のダイナミク
ス｣とは､イノベーション･プロセスの初期段階における､ (1)競合主体間の競争力学の変化､
(2)新技術がたどる技術進化経路の変化､ (3)多元的競争に起因するイノベーションと競争の関係
変化を意味するものである｡
本論文は7章構成となっている｡第1章と第2章は､研究の問題意識･方法と取り扱う事例の背
景に割り当てられ､本論文全体の議論のベースを提供している｡第3章､第4章､第5章は､それ
ぞれイノベーターの視点､技術の視点､および多元的競争の視点から上記の3つの動態的な変化を
検討している｡そして､最後の第6章と第7章では､事例分析の結果から導出した三項対立的分析
フレームワークと本論文の結論と残された課題について述べている｡以下では､各章の概要を示す｡
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第1章　序論
序論としての第1章では､まず､イノベーションを新技術と競争力に結び付けさせるための工夫
としてとらえ､ ｢技術の商業化､新しい経済価値と競争力を創り出す経済的活動｣と定義している｡
そのうえで､イノベーション創生が直面する主な課題は､新技術が競争力につながらないことにあ
ると提起し､ (1)技術展開の不確実性､ (a)戦略的模倣､ (3)技術水準の近似性､ (4)イノベ-夕-
の浮沈という4つの要素について議論を行っている｡
次に､既存のイノベーション研究のレビューを通して､本論文のめざすべき理論的位置づけと特
徴は､ (1)既存研究のようにすでに確立された新技術を分析するのではなく､開発の揺藍期にある
新技術の事業化に焦点を当てること､ (2)なるべく実際のイノベーション創生に近いリアルタイム
での研究をめざすこと､ (3)本論文の根底にある分析スタンスは競争徽念を取り入れた相対主義的
な立場にあることを明確に示している｡
そして､この章の残りの部分では､競争構造､競合主体間の競争力学と技術の進化経路からなる
説明フレームワークを解説し､研究方法として帰納的アプローチをとり､定性的分析を進めること
を強調している｡
第2章　ディスプレイ産業と有機ELディスプレイ
第2章では､本論文全体の議論のベースを構築することが目的である｡この事では､まずディス
プレイ産業の近況を概観し､当該産業は稀にみる複数の競合技術が併存する状況下にあることを強
調している｡その後､有機ELディスプレイの技術原理､特徴と分類を解説し､それが諸ディスプ
レイ･デバイスのなかで最も優れた技術的ポテンシャルを有することと最も注目される理由を明示
している｡すなわちOLEDは自発光であること､視野角に依存されないことなどである｡さらに
この事では､具体的な事業化の取り組みに関する議論を展開し､技術シーズそのものは欧米で開発
されたものだが､最初に製品として事業化したのはいずれも日本企業であることを強調している｡
しかし､同時に日本におけるOLEDの研究開発も､必ずしもとんとん拍子に進んできたわけでは
ない実態も明らかにしている｡
第3章　イノベーターの浮沈
第3章は､本論文の説明フレームワークの構成変数である競合企業間の競争力学の変化にスポッ
トライトを当てたものである｡ここでのメイン課題は､イノベーターが直面する不確実性とイノベ~
クーがそのイノベーション成果を堅持できなかった事象の究明である｡具体的には､ OLEDの草
分けである東北パイオニアにおけるOLEDの事業化を取り上げ､■次の2つの問いを中心に展開し
ている｡ (1)同社はパッシブ型有機ELの事業化で一度は成功を収めたものの､ 2002年から同市場
の首位の座から転落した理由は何か○ (2)アクティブ型有機ELの登場による競争状況の変化を察
知した同社は､素早く戦略的対応を行ったが､結果は必ずしも芳しくなかった理由は何か､である｡
この章の結論としては､ AMOLEDの事業化をめぐる同社の頓挫は､従来に指摘される成功後の
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消極的な戦略的対応によるものではない｡むしろ､新技術に対する認識の甘さと同社をとりまく競
争構造の多元化にあるかもしれないこと右示唆している｡そして､ここでの興味深い発見は､従来
に無視されがちな既存市場の競争劣位企業の参入が､イノベーション創生の競争構造をダイナミッ
クに変化させ､極めて重要な戦略的ポジションにあるということである｡
第4章　技術トラジェクトリー･シフト
第4章では､分析の視点をイノベーターから技術に転じ､競合企業間の競争力学の結果として､
OLEDのたどる技術トラジェクトリーはどのように変化し､それが何を意味するのかについて議
論している｡ここでの発見的事実は､既存市場の競争劣位企業の参入にともない､ AMOLEDのた
どる技術トラジェクトリーが競合技術のそれに歩み寄る結果をもたらしたことである｡この章では､
この興味深い事象を｢技術トラジェクトリー･シフト｣と名付け､それに伴う二面性について検討
している｡
ここでいう二面性とは次の通りである｡すなわち､技術トラジェクトリー･シフトによって､有
機ELディスプレイのコスト･パフォーマンスに関する大幅な改善が短期間に成し遂げられたが､
同時に有機ELディスプレイの技術進化も次第に液晶ディスプレイのインフラへの依存度を高め､
液晶ディスプレイ陣営にロックインされるようになった､ということである｡
そして､ AMOLEDとLCDのターゲット市場がオーバーラップしていることと､ AMOLEDの
事業化がLCDのインフラに対する高度の依存性に鑑み､次のような暫定的な命題を導出している｡
すなわち､新技術の事業化の合理性は､かならずしもコスト･パフォーマンスの合理性で得られる
ものではない､ということである｡
第5章　多元的競争のダイナミクス
第5章では､ OLEDのイノベーション創生をとりまく競争構造､とりわけ競合企業の多元化を
中心に､多元的競争とイノベーション創生の関係について検討している｡具体的には､まず､
OLED関連の主要企業5社(TDK､三洋電機､ソニー､東芝松下ディスプレイテクノロジー､シャー
プ)における取り組みを取9,上げ､各社におけるOLED事業化の位置づけと特徴について考察し
ている｡結果的に､多元的競争の特徴とも考えられる､ (1)異なる性格をもつ競合主体の併存状況､
(2)同じ技術に対する異なる認識､ (3)競合主体の多くは同時OLEDとLCDをもつ企業である､
という3つの発見的事実を抽出した｡
その後､ OLED事業化の現状を概観したうえで､従来研究に指摘された同質的競争と差別的競
争のメリットが､ OLEDのイノベーション創生では観測されなかったという事実を中心に､多元
的競争とイノベーション創生の関係を考察し､以下の結論に至っている｡
すなわち､多元的競争がもたらす競争の激化は､必ずしもイノベーション創生を加速させるとは
限らない｡むしろ逆に､その進展のスピードを停滞させてしまう可能性がある､ということである｡
さらに､この章での一連の考察を踏まえ､イノベーション問題の研究者と実務家に対するメッセ-
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ジとして､ (1)イノベーションと競争は常に補完しあう関係にあるとは限らない､ (2)資源蓄積の
多重利用をベースとした競争行動の展開は諸刃の剣である､ (3)イノベーション創生におけるコア･
テクノロジーが移転する可能性がある､という3点に注意する必要があると強調している｡
第6幸　三項対立的分析フレームワークに向けて
第6章では､イノベーション創生における多元的競争に対応するためのツールとして､ OLED
の事例から導出された｢三項対立的分析フレームワーク｣を提示している｡具体的には､この章の
冒頭でモデルを構成する3つの競合主体､ (1)新技術の開拓者である新規参入者グループ(Ⅹ)､
(2)新技術の革新者である既存市場の競争劣位企業のグループ(Z)､ (3)新技術の牽制者である
既存市場の競争優位企業のグループ(Y)を定義している｡
そのうえで､これらの競合主体が保有する経営資源などの面でレベルに差があるものの､ともに
競争優位の獲得に強い意欲があることを前提として､ 3つの競合主体の間にありうる関係の類型化
について議論を展開している｡その結果､三項対立関係以外のタイプは､類型よりもむしろイノベー
ション創生にあたっての戦略的オプションとしてみなすことが適切であるかもしれないことを示唆
し､三項対立的関係の背後にある撹乱･誘発･破壊のメカニズムを明示している｡そして､ここで
提示するモデルを用いて､ OLEDのイノベーション創生を再考し､モデルの適応可能性を例証し
ている｡
また､この章最後の部分では､三項対立的モデルの独自性をめぐって､二項対立的モデル､ゲー
ム理論および社会学理論におけるトライアドの概念と比較しながら､本論文で提示する三項対立的
分析モデルの特徴を検討している｡すなわち､既存研究では複数の主体間にある関係のあり様に注
目したものの､本モデルは主体間の競争的行動の相互作用によるインパクトに注目しているという
ことである｡さらに､他の事例での例証が欠如しているものの､現実の市場のダイナミックな実態
と多元的競争の浸透に鑑みれば､本論文で提示する三項対立的モデルの一般化の可能性が大きい､
と強調している｡
第7章　結論
これまでの議論を踏まえ､本論文では次のように結論付けている｡すなわち､多元的競争の中で､
新技術がイノベーションの源泉であっても､競争優位の源泉にならない可能性が大きい｡それは､
競争状況の多元化にともない､ (1)イノベーションと競争は､常に補完しあう関係にあるのではな
く､繰り返された蛾烈な競争パターンは逆にイノベーション創生を停滞させてしまう恐れがあり､
(2)二項対立モデルから導出された教訓である迅速な戦略的対応や資源蓄積の多重利用にもとづく
競争行動などは､常に良い結果をもたらすとは限らない､からである｡
したがって､新技術と競争力を結び付けるために､イノベーション創生の問題はより構造的な視
点でとらえるべきであり､そのためのツールの一つとして､ここで提示した｢三項対立的分析フレー
ムワーク｣が有効である可能性が大きい､と考える｡
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論文審査結果の要旨
本論文は､有機ELディスプレイ(OLED)のイノベーション創生の事例を通じて､新技術がイ
ノベーションの源泉であっても､競争優位の源泉とはならない事象を深く探求し､複数の類似技術
が乱立する状況における多元的競争が競争優位に及ぼす影響を分析したものである｡全体は7章構
成で､第1 ･ 2章では研究の問題意識と方法､及び対象とする事例の背景を述べている｡第3 ･ 4 ･
5章では､各々イノベーターの視点､技術の視点､及び多元的競争の視点から動態的な変化を検討
している｡そして最後の第6 ･ 7章では､事例分析から導出した｢三項対立的分析フレームワーク｣
及び論文の結論と課題を述べている｡
まず第1章では､イノベーション創生の主たる課題は､新技術が必ずしも競争力につながらない
ことにあることを指摘し､次いで既存のイノベーション研究のレビューを通して､この課題を解明
するための分析フレームワークを構築している｡第2章では､本論文で事例として取り上げる
oLED産業の近況を概観し､その技術原理､特徴及び技術的ポテンシャルを分析している｡
続く第3章では､ OLEDのイノベーター的存在であった東北パイオニアの事業化の事例を取り
上げ､同社がなぜイノベーターとしての事業上の成果を享受できなかったのかを競争力学の変化に
焦点を当て明らかにしている｡ここでは特に既存市場の競争劣位企業がはたす役割が強調されてい
る｡第4章では､ ｢技術トラジェクトリー･シフト｣という概念が提起され､ OLEDのたどる技術
トラジェクトリーが､競合技術である液晶ディスプレイ(LCD)に歩み寄ることでOLEDの大幅
な改善が短期間のうちに実現された反面で､ OLEDの技術進化が次第にLCDのインフラに依存す
るようになり､そこにロックインされたことを指摘している｡第5章ではこうしたOLEDのイノ
ベーション創生をめぐる多元的競争構造とイノベーションの進展との関係を主要企業5社の取り組
みに焦点を当て分析している｡そしてその分析から多元的競争が必ずしもイノベーション創生を加
速させるとは限らず､逆にその進展のスピードを遅くさせる可能性があることが主張される｡
最後に第6章では､上記の事例を通して明らかとなった多元的競争を解明するツールとして｢三
項対立的分析フレームワーク｣を提示し､三者間の競争の関係性が､イノベーションの撹乱､誘発､
破壊のメカニズムとどのように関連しているのかを明らかにしている｡
本論文では先行するイノベーション研究の成果と限界をレビューを通して明らかにしたうえで､
特に近年のOLEDのイノベーション創生の極めて詳細かつ厳密な実証研究を行っており､その成
果は十分に評価に値する内容となっている｡データの収集やその加工及び解釈､あるいはインタビュー
には膨大な時間を費し､その努力は論文の成果に見事に結実しているといえる｡もっとも本論文の
キー概念である｢技術トラジェクトリー･シフト｣につい,Tは､必ずしも厳密な定義がなされてい
ないため､この現象がイノベーション創生全般にとって､どこまで一般性を持ちうるのかに関して
は､課題も残されている｡とはいえ､本論文は博士(経営学)の学位を授与するのにふさわしい内
容と判断されるものであり､審査結果は｢合格｣とする｡
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